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●対象の概要  

 管内の認定農業者数は前年末に619経営体であ

り、人材の確保・育成や対外信用力の強化等経営

に応じた目的を持って54経営体（集落営農法人除

く）が法人化しており、その数は着実に増加して

いる。経営内容は大規模露地野菜経営や施設園芸

等様々であり、畜産経営の法人は19経営体である。 

●課題を取り上げた理由  

近年、飼料価格が高止まりしていること、素牛

価格が高騰していることにより、肥育農家は、素

牛導入に係る資金繰りに苦慮している。また、素

牛価格が肥育牛の棚卸高の高騰に繋がっており、

経営規模や肥育牛の種類により差があるものの、

ほとんどの農業者で、期首よりも期末の棚卸高が

高くなっていた。このことは、肥育農家が経営移

譲をする際のネックとなっていた資産の継承を

更に困難としていた。 

肥育農家の後継者の中には、経営主が高齢化し

ていることにより、相続税が発生した場合の負担

が高額で、資金繰りの悪化だけでなく、経営の縮

小はおろか経営の継続を懸念し、真剣に対策を講

じる必要性を感じている者も見られた。 

 

図－１ 素牛価格の推移 

（牛マルキン補填金算定基礎より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そこで、普及センターでは、通常の法人化推進

と併せて、安心して経営の継続が可能となるよう、

後継者がいる肥育農家を対象に円滑な経営継承

の手段としての法人化を推進することとした。 

●普及活動の経過 

１ 経営改善計画作成支援時における意向把握 

本年度に認定農業者の経営改善計画の再認定

を迎える肥育農家が24件おり、そのうち後継者が

いる農業者が８件いた。これらの農業者に対して、

経営改善計画作成支援の面談の際に、経営移譲対

策及び法人化の意向について聞き取りを行った。 

 このうち、１件の肥育農家は、肥育牛の棚卸高

が現状の計画を立てた５年前より３割程度高騰

していたことから、相続が発生した際の資金繰り

についてかなり危機感を持っていた。 

 また、相続対策のために法人化等を検討してい

る肥育農家もいたが、顧問契約を結んでいる税理

士に任せきりという状況だった。 

 

 

経営改善計画作成支援で意向を聞き取り 

２ 個別巡回による意向把握 

 経営継承に係る法人化セミナーの開催時期に

合わせて、畜産担当と連携して肥育農家に個別訪

問を行った。セミナーへの参加を呼びかけるとと

もに、経営移譲の予定、法人化への意向について

把握した。 

法人化支援 

～畜産経営の円滑な経営継承を中心に～ 
■ 管内法人化志向農業者 ■ 

（西讃農業改良普及センター 小亀英子、○佐溝尚子） 
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 また、法人化が有効な方法であることは分かっ

ているが、具体的な方法や法人化に係る課題等に

ついて聞きたいという農業者に対しては、制度の

メリット・デメリットや手続き等について説明を

行った。 

なお、個別巡回でも顧問税理士に任せていると

いう回答があったが、一歩踏み込んで農業に精通

した税理士の意見を聞いてみたらどうかという

働きかけを行った。 

３ 専門家による個別相談会の開催 

意向を把握した肥育農家のうち、希望する農家

に対して、関係機関と連携し、税理士を招いて法

人化相談会を開催した。 

具体的には、円滑な経営継承による経営の継続

のため法人化を検討している２件の農家には、法

人化した場合としなかった場合の税金負担面を

中心に実際の数字を基に比較検討を行い、専門家

のアドバイスにより、法人化の目的を再確認し、

疑問点や不安に思うことの解消を図った。 

また、法人化に向けて経営安定化・発展を目指

す２件の農家には、経営分析、今後の経営計画、

投資計画等について検討し、投資のタイミングな

どについて専門家の意見を判断の参考とした。 

 

 

      個別相談会の様子 

 

 なお、肥育牛経営の経営継承と法人化に特化し

た形の研修会の開催も検討したが、具体的な数字

を基にする個別相談の方がより濃い内容となる

ことから、今年度については、個別相談会という

方法にこだわった。 

４ 農業法人化推進セミナーの開催 

経営の継続発展と安定を目指して法人化推進

セミナーを開催し、経営者、後継者それぞれの立

場での参加があった。 

畜産農家の出席は２件であったが、セミナーの

開催案内の際に、研修会資料を配布し積極的な継

承に向けての準備について説明を行った。 

 

 

農業法人化推進セミナーの様子 

●普及活動の成果 

今年度は、法人化に繋がった肥育農家はいな

かったが、個別相談会を開催した農家のうち、

１件については、具体的に法人化を検討する意

向を確認している。 

もう１件については、経営主と後継者の意思

統一が必要であり、継続して検討することにな

った。 

●今後の普及活動の課題 

 畜産経営の法人化については、経営継承のため

に法人化が有効であるとの意識は醸成されつつ

あるが、今回は経営主と後継者の意識が異なるこ

とが大きな課題であった。 

このため、経営主と後継者の意識のズレを埋め

るためには、既に法人化して相続対策を講じた法

人の事例を紹介することも今後有効な方法と考

えられる。 

また、法人化後個人資産は役員貸付金としての

個人資産が残るため、役員貸付金を返済する等、

法人に残る個人資産を減らす対策を併用するこ

とが必要なため、経営継承を目的とした法人化の

メリットを活かすには、早めの対応が必要である。 

経営継承を目的とした法人化については、経営

によって実情が違うため、実際の数字で具体的に

経営体ごとに個別対応することが法人化への近

道と考えており、丁寧な説明を行い、円滑な経営

継承と経営発展のために、法人化支援を継続した

い。 


